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○宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則 

平成13年3月31日 

教委規則第1号 

改正 平成14年6月26日教委規則第12号 

平成15年6月25日教委規則第3号 

平成16年6月25日教委規則第2号 

平成17年7月6日教委規則第3号 

平成18年6月22日教委規則第8号 

平成19年7月11日教委規則第2号 

平成20年7月9日教委規則第4号 

平成21年7月7日教委規則第2号 

平成22年4月1日教委規則第2号 

平成23年6月24日教委規則第5号 

平成24年4月1日規則第2号 

平成24年6月21日教委規則第6号 

平成24年11月22日教委規則第7号 

平成25年6月25日教委規則第2号 

平成26年4月1日教委規則第5号 

平成27年7月30日教委規則第5号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、幼稚園教育の振興を図るため、私立幼稚園の設置者(以下「設置者」という。)

が当該幼稚園に在籍する園児の保護者に対し入園料及び保育料の軽減を図る事業(以下「事業」

という。)を実施する場合に、宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助金(以下「補助金」という。)

を交付するについて必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 私立幼稚園 学校教育法(昭和22年法律第26号)第4条の規定に基づき、京都府知事の認可を

受けて設置された私立幼稚園をいう。 

(2) 園児 住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)の規定により本町の住民基本台帳に記載され、

私立幼稚園(本町外に設置されているものを含む。)に在籍する3歳児、4歳児及び5歳児(年齢計

算は当該年度の4月1日現在の満年齢によるものとする。)をいう。 

(3) 保育料等 私立幼稚園の園則に定められた入園料及び保育料をいう。 

(補助対象者) 

第3条 補助金の交付対象者は、7月1日現在において在籍する園児の保護者に対して事業を実施す

る設置者とする。ただし、町長が必要と認める場合は、この限りでない。 

(補助金の交付額) 

第4条 補助金の交付額は、園児1人につき、次の各号に掲げる区分に従い当該各号に定める別表

に定める額とする。ただし、本町内の私立幼稚園に通園する場合にあっては、年額60,000円を

補助金交付額に加算するものとする。 

(1) 小学校1年生から3年生の兄又は姉を有しない場合別表第1(世帯内に19歳未満の兄・姉がお

り就園している子が第3子以降の子に該当し、かつ町民税所得割課税額の世帯合計が211,200

円以下である場合には別表第3) 

(2) 小学校1年生から3年生の兄又は姉を有する場合別表第2(世帯内に19歳未満の兄・姉がおり

就園している子が第3子以降の子に該当し、かつ町民税所得割課税額の世帯合計が211,200円

以下である場合には別表第3) 
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(交付申請) 

第5条 補助金の交付を受けようとする設置者は、宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助金交付申

請書(別記第1号様式)に次の各号に定める書類を添付して、当該年度の7月の所定の日までに町

長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書(別記第2号様式) 

(2) 園児名簿一覧表(別記第3号様式) 

(3) 保育料等減免措置に関する調書(別記第4号様式) 

(4) 事業の属する年度に係る園児の属する世帯の構成員の市町村民税の課税(非課税)証明書、

税額通知書又はその写し。ただし、生活保護法の規定による保護を受けている世帯にあって

は、生活保護受給証明書によって代えることができる。 

(5) 保育料等の額を明らかにする園則等の書類 

(6) その他町長が必要と認める書類 

(交付の決定) 

第6条 町長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要な実地調査等よ

りその適否を決定し、適当と認めたときは、宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助金交付変更

申請書決定通知書(別記第5号様式)により設置者に通知するものとする。この場合において、町

長は補助金の交付の目的を達成するため、必要な条件を付することができる。 

(事業計画の変更及び承認) 

第7条 設置者は、前条の規定による通知を受けた後に事業を中止し、廃止し、又は変更しようと

する場合は、直ちに宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助金交付変更申請書(別記第6号様式)を

町長に提出しなければならない。 

2 町長は、前項の申請を受け、内容等を検討の上承認したときは、宇治田原町私立幼稚園就園奨

励費補助金交付変更承認書(別記第7号様式)により設置者に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第8条 第6条又は前2条の規定による通知を受けた設置者は、その日から1週間以内に宇治田原町

私立幼稚園就園奨励費補助金交付請求書(別記第8号様式)を町長に提出しなければならない。 

(補助金の交付) 

第9条 町長は、前条の請求があったときは、設置者に対して補助金を交付するものとする。 

(事業終了報告) 

第10条 補助金の交付を受けた設置者は、事業終了報告書(別記第9号様式)に事業を実施したこと

を明らかにする書類を添付して、事業終了から15日を経過した日又は3月20日のいずれか早い

期日までに町長に提出しなければならない。 

(補助金の確定通知) 

第11条 町長は、前条の規定による事業終了報告を受けたときは、当該報告に係る書類の審査及

び必要な実地調査等を行い、補助金が適正に使用されたと認めたときは、交付額を改めて確定

し、宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助金確定通知書(別記第10号様式)により設置者に通知

するものとする。 

(補助金の精算) 

第12条 町長は、前条の規定による確定額と第9条の規定による交付額とに差異を生じた場合は、

私立幼稚園就園奨励費補助金精算書(別記第11号様式)により精算するものとする。 

(補助金の取り消し等) 

第13条 設置者が次の各号のいずれかに該当する場合は、町長は補助金の交付決定又は交付額の

確定を取り消し、又は変更することができる。 

(1) この規則に違反したとき。 

(2) 補助金を目的以外に使用したとき、又は不当に使用したと認められるとき。 
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(3) 補助金の交付に付した条件に違反したとき。 

(4) 補助金の経理状況が不適当と認められるとき。 

(5) 事業の実施方法が補助金の交付の趣旨に沿わないと認められるとき。 

(補助金の返還) 

第14条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定又は交付額の確定を取り消し、又は変更し

た場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることが

できる。 

(補則) 

第15条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日より施行する。 

附 則(平成14年6月26日教委規則第12号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成14年4月1日から適用する。 

附 則(平成15年6月25日教委規則第3号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成15年4月1日から適用する。 

附 則(平成16年6月25日教委規則第2号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成16年4月1日から適用する。 

附 則(平成17年7月6日教委規則第3号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成17年4月1日から適用する。 

附 則(平成18年6月22日教委規則第8号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成18年4月1日から適用する。 

附 則(平成19年7月11日教委規則第2号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成19年4月1日から適用する。 

附 則(平成20年7月9日教委規則第4号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成20年4月1日から適用する。 

附 則(平成21年7月7日教委規則第2号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成21年4月1日から適用する。 

附 則(平成22年4月1日教委規則第2号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成22年4月1日から適用する。 

附 則(平成23年6月24日教委規則第5号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成23年4月1日から適用する。 

附 則(平成24年4月1日規則第2号) 

この規則は、平成24年7月9日から施行する。 

附 則(平成24年6月21日教委規則第6号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成24年4月1日から適用する。 

附 則(平成24年11月22日教委規則第7号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成24年4月1日から適用する。 

附 則(平成25年6月25日教委規則第2号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成25年4月1日から適用する。 

附 則(平成26年4月1日教委規則第5号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成26年4月1日から適用する。 

附 則(平成27年7月30日教委規則第5号) 

この規則は、公布の日から施行し、平成27年4月1日から適用する。 

別表第1(第4条関係) 

区分 補助対象経 補助金交付額 
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費 1人就園の場合及

び同一世帯から2

人以上就園して

いる場合の最年

長者 

(第1子) 

同一世帯から2人

以上就園してい

る場合の次年長

者 

(第2子) 

同一世帯から3人

以上就園している

場合の左以外の園

児 

(第3子以降) 

① 生活保護法の規定による保

護を受けている世帯 

入園料・保

育料の合計

額 

年額 

308,000円 

(368,000円) 

② 当該年度に納付すべき町民

税が非課税となる世帯 

年額   

272,000円 

(332,000円) 

290,000円 

(350,000円) 

308,000円 

(368,000円) ③ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割が非課税となる

世帯 

④ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割課税額が77,100

円以下の世帯 

年額   

115,200円 

(175,200円) 

211,000円 

(271,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

⑤ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割課税額が

211,200円以下の世帯 

年額   

62,200円 

(122,200円) 

185,000円 

(245,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

 上記区分以外の世帯 年額   

― 

(60,000円) 

154,000円 

(214,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

注 

1 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は所得割課税額を合算する。 

2 途中入園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場合の補助交付額は、次の算

式により減額して適用する。 

上記の単価×｛保育料の支払月数＋3(入園料相当月分)｝÷15(百円未満を四捨五入) 

3 表中( )内書きは、本町内の私立幼稚園に通園している場合に、年額60,000円を加算した

額。 

別表第2(第4条関係) 

区分 補助対象

経費 

補助金交付額 

小学校1～3年生の兄・姉を

1人有しており、就園して

いる場合の最年長者 

(第2子) 

小学校1～3年生の兄・姉を

1人有しており、同一世帯

から2人以上就園している

場合の左以外の園児及び小

学校1～3年生に兄・姉を2

人以上有している園児 

(第3子以降) 

① 生活保護法の規定による保

護を受けている世帯 

入園料．

保育料の

合計額 

年額  

308,000円 

(368,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

② 当該年度に納付すべき町民

税が非課税となる世帯 

年額  

290,000円 308,000円 
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③ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割が非課税となる

世帯 

(350,000円) (368,000円) 

④ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割課税額が77,100

円以下の世帯 

年額  

211,000円 

(271,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

⑤ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割課税額が211,200

円以下の世帯 

年額  

185,000円 

(245,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

 上記区分以外の世帯 年額  

154,000円 

(214,000円) 

308,000円 

(368,000円) 

注 

1 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は所得割課税額を合算する。 

2 途中入園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場合の補助交付額は、次の算

式により減額して適用する。 

上記の単価×｛保育料の支払月数＋3(入園料相当月分)｝÷15(百円未満を四捨五入) 

3 表中( )内書きは、本町内の私立幼稚園に通園している場合に、年額60,000円を加算した

額 

別表第3(第4条関係) 

区分 補助対象

経費 

補助金交付額 

19歳未満の兄・姉がおり第3子以降の子に該当する園

児 

(第3子以降) 

① 生活保護法の規定による保

護を受けている世帯 

入園料．

保育料の

合計額 

年額 

308,000円 

(368,000円) 

② 当該年度に納付すべき町民

税が非課税となる世帯 

年額 

308,000円 

(368,000円) ③ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割が非課税となる

世帯 

④ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割課税額が77,100

円以下の世帯 

年額 

308,000円 

(368,000円) 

⑤ 当該年度に納付すべき町民

税の所得割課税額が211,200

円以下の世帯 

年額 

308,000円 

(368,000円) 

注 

1 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は所得割課税額を合算する。 

2 途中入園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場合の補助交付額は、次の算

式により減額して適用する。 

上記の単価×｛保育料の支払月数＋3(入園料相当月分)｝÷15(百円未満を四捨五入) 

3 表中( )内書きは、本町内の私立幼稚園に通園している場合に、年額60,000円を加算した
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額 
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別記第1号様式(第5条関係) 

別記第2号様式(第5条関係) 

別記第3号様式(第5条関係) 

別記第4号様式(第5条関係) 

別記第5号様式(第6条関係) 

別記第6号様式(第7条関係) 

様式第6号(第7条関係) 

別記第7号様式(第7条関係) 

別記第8号様式(第8条関係) 

別記第9号様式(第10条関係) 

様式第9号(第10条関係) 

別記第10号様式(第11条関係) 

別記第11号様式(第12条関係) 

 


